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令和元年度１２月補正予算案の概要 

 

１．予算編成の基本的な考え方 

マイナンバーカードの普及や農業振興施策の取組のほか、東京２０２０オリンピ

ック聖火リレーに係る準備など、地域情報化と豊かな地域づくりの推進に必要な予

算を追加計上 

 

２．補正予算の規模 

補正を行う会計 一般会計、特別会計４会計、公営企業会計３会計 合計８会計 

（単位：千円） 

区      分 補正前の額 補 正 額 補正後の額 

一 般 会 計 16,699,475 38,165 16,737,640 

特 別 会 計 9,675,726 ▲13,253 9,662,473 

 

国 民 健 康 保 険 3,629,220 ※  ▲5,090 3,624,130 

介 護 保 険 4,987,388 ※  ▲4,834 4,982,554 

簡 易 水 道 344,278 ▲3,329 340,949 

住宅・工業団地事業 70,950 ※      0 70,950 

公 営 企 業 会 計 11,694,065 12,744 11,706,809 

 

上 水 道 事 業 1,131,671 ▲8,070 1,123,601 

下 水 道 事 業 3,485,400 12,369 3,497,769 

病 院 事 業 7,076,994 8,445 7,085,439 

合 計 38,069,266 37,656 38,106,922 

※職員給与費関係のみの補正 

 

３．一般会計補正予算（第４号）の主な内容（カッコ内：補正額） 

○【拡充】庁内情報化推進費（４２３千円） 

     住民基本台帳等事務費（４５６千円） 

     生活保護適正実施推進事業費（１，２３２千円） 

 総合健康管理システム維持管理費（１，２１９千円）合計３，３３０千円 

マイナンバーカード普及や制度の活用のため、相談窓口やカード交付の支援体制

の充実及び生活保護進学準備金情報や乳幼児健診、妊婦検診との情報連携に係るシ

ステム改修 

  （参 考） 

普 及 率：１０．８％（１０月末現在） 住基人口：３３，３２６人 

〔計画目標：２３．５％（令和２年７月時点）〕 

カード活用：生活保護進学準備給付金情報との連携 

乳幼児健診や妊婦健診との情報連携〔令和２年６月（予定）〕 

マイナポイントによる消費活性化策を実施 

〔令和２年９月（予定）〕 
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○【拡充】生産・流通改善条件整備事業費（１，５２８千円） 

  京ブランド野菜等の産地育成強化を図るため、農業者団体が行う機械導入等に対

する補助 

  （内 容） 

事業内容：（株）農夢    （遮光・遮熱資材） 

     豊里紫ずきん部会（えだまめ選別機） 

補 助 率：４５％ 

 

○【拡充】集落営農発展型産地づくり事業費（１０，０００千円） 

集落営農組織が行う農業機械導入に対する補助 

（内 容） 

  事業主体：志賀郷北部農産（株） 

事業内容：トラクター、コンバイン、乾燥機ほか 

補 助 率：５５％（上限１０，０００千円） 

 

○【新規】東京２０２０オリンピック聖火リレー事業費（２，０００千円） 

来年５月に実施予定の東京オリンピックの聖火リレー実施に対する補助 

  （内 容） 

事業主体：（仮称）綾部市聖火リレー実行委員会 

    債務負担：７，０００千円（令和元年度から令和２年度） 

 

○【継続】職員給与費（▲５０，９４１千円） 

  職員の退職・採用の差及び給与改定等に伴う職員給与費 

 

４．特別会計補正予算の主な内容 

○国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

補正額 ▲５，０９０千円 

（内 容）職員給与費 

 

○介護保険特別会計補正予算（第３号） 

補正額 ▲４，８３４千円 

（内 容）職員給与費 

 

○簡易水道特別会計補正予算（第２号） 

補正額 ▲３，３２９千円 

（内 容）職員給与費等 

 

○住宅・工業団地事業特別会計補正予算（第１号） 

補正額  ０千円 

（内 容）職員給与費等（歳出内容の組替え） 
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５．公営企業会計補正予算の主な内容 

○上水道事業会計補正予算（第１号） 

補正額 ▲８，０７０千円 

（内 容）職員給与費等 

       債務負担：窓口業務等委託費 ３３，０００千円 

（令和元年度から令和２年度） 

 

○下水道事業会計補正予算（第１号） 

補正額 １２，３６９千円 

（内 容）職員給与費等 

 

○病院事業会計補正予算（第１号） 

補正額 ８，４４５千円 

（内 容）職員給与費等 ▲２２６千円 

     医療事故に係る医療公社交付金８，６７１千円 

 


